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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．平均臨時雇用者数については、従業員数に対する比率が100分の10未満である為、第90期及び第91期中は記載

を省略しております。 

回次 第89期中 第90期中 第91期中 第89期 第90期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) 103,978 112,244 119,825 215,195 230,003 

経常利益 (百万円) 15,781 22,542 25,300 35,304 47,125 

中間（当期）純利益 (百万円) 8,289 13,283 16,305 19,792 27,134 

純資産額 (百万円) 188,863 207,489 253,590 195,075 219,872 

総資産額 (百万円) 287,300 296,336 344,281 293,866 312,455 

１株当たり純資産額 (円) 944.39 1,046.19 1,249.02 982.62 1,107.88 

１株当たり中間 

（当期）純利益金額 
(円) 41.36 66.98 81.57 98.45 136.03 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 65.7 70.0 73.7 66.4 70.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 21,205 20,086 21,052 41,496 43,725 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △5,580 △6,571 △21,147 △11,638 △15,636 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △8,777 △9,273 9,829 △19,215 △12,343 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
(百万円) 38,057 46,212 67,594 41,533 57,557 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 
(人) 

8,789 

(509)

9,253 

(377)

10,437 

－

9,094 

(543)

9,624 

－



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．平均臨時雇用者数については、従業員数に対する比率が100分の10未満である為、第90期及び第91期中は記載

を省略しております。 

回次 第89期中 第90期中 第91期中 第89期 第90期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) 78,877 86,197 91,801 164,470 176,538 

経常利益 (百万円) 13,519 19,848 22,724 30,496 41,377 

中間（当期）純利益 (百万円) 7,889 11,525 14,120 17,967 25,007 

資本金 (百万円) 38,716 38,716 38,716 38,716 38,716 

発行済株式総数 (千株) 210,876 210,876 210,876 210,876 210,876 

純資産額 (百万円) 212,942 228,889 270,805 219,862 241,122 

総資産額 (百万円) 294,550 296,593 345,022 296,559 314,053 

１株当たり中間 

（年間）配当額 
(円) 7.0 8.0 10.0 16.0 20.0 

自己資本比率 (％) 72.3 77.2 78.5 74.1 76.8 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 
(人) 

4,106 

(33)

4,069 

(31)

4,166 

－

4,040 

(33)

4,057 

－



２【事業の内容】 

   当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社、以下同じ）が営む事業の内容について、

  重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は臨時雇用者の総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略 

   しております。 

(2）提出会社の状況 

（注）従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は臨時雇用者の総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略 

   しております。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

ホスピタル商品群 6,767 

心臓・血管領域商品群 2,480 

生活医療商品群他 626 

全社（管理） 564 

合計 10,437 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 4,166 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間は、国内の医療市場におきましては、本年４月に改正薬事法が施行されたほか、特定機能病院

の診療報酬の包括制の拡大、国立病院の独立行政法人化などの医療行政改革が実施され、それらの定着化が進みまし

た。また、グローバル市場におきましては、欧米医療機器企業の大型合併などの動きもあり、開発競争や販売競争も

熾烈さを増しております。 

 このような状況のもと、当社グループは今年度より３ヵ年中期計画「STeP UP（ステップアップ）2007」をスター

トさせ、「既存ビジネスの進化」、「新しい治療システムの開発」、「社内カンパニー制による専門性強化」の３つ

を重点戦略として事業を進めております。その結果、主要戦略商品が引き続き売上げを伸ばし、売上高、利益ともに

伸長することができました。 

≪連結業績≫ 

売上高 

 国内では、医療現場の安全と病院業務の効率化に寄与するホスピタル商品群のプレフィルドシリンジやＭＥ機器な

どが引き続き好調でした。心臓・血管領域商品群では、心臓治療用のカテーテルをはじめとしたカテーテルシステム

や人工心肺システムが総じて好調で、大きく伸長いたしました。さらに生活医療商品群では、血糖測定器や血圧計が

順調に売上げを伸ばし、売上高は733億円、前年比5.5%の増加となりました。 

 海外においては、カテーテルシステムが引き続き好調に推移したことなどにより、売上高は465億円、前年比8.8％

の増加となりました。 

 この結果、連結売上高は1,198億円で、前年比6.8％の増加となりました。 

営業利益 

 高収益品の売上げの伸長や好調な売上げに伴う増産効果をはじめ、テルモの強みである高い生産技術力を生かした

商品の品質管理とコストダウンへの取り組みを推し進めたことにより、粗利益率が前年比で1.2ポイント改善し、

54.5%となりました。さらに成長への投資を継続する一方、全社的な業務の効率化を推し進め、一般経費の圧縮に努

めた結果、営業利益は250億円と、前年比12.5%の増加となりました。 

経常利益 

 営業外収益として為替差益を６億円計上した結果、経常利益は253億円と、前年比12.2%の増加となりました。 

中間純利益 

 中間純利益は固定資産処分損及び減損損失など14億円を特別損失に計上しましたが、有税償却債権の売却・買収会

社の税務上の欠損金などにより税率が下がり、中間純利益は163億円と、前年比22.8%の増加となりました。 

 
前中間連結会計期間 
（百万円） 

当中間連結会計期間 
（百万円） 

増減額 
（百万円） 

増減率 

売上高 112,244 119,825 7,581 6.8% 

（国内） 69,462 73,283 3,821 5.5% 

（海外） 42,782 46,542 3,759 8.8% 

営業利益 22,235 25,010 2,775 12.5% 

営業利益率 19.8% 20.9%     

経常利益 22,542 25,300 2,758 12.2% 

中間純利益 13,283 16,305 3,022 22.8% 



事業の種類別セグメントの業績は次の通りです。 

≪事業の種類別セグメント≫ 

（注）各セグメント間の取引及び配賦不能営業費用については考慮しておりません。 

ホスピタル商品群 

 国内においては、医療事故を防止するような安全な医療機器・医薬品の需要が高まる中、プレフィルドシリンジ、

ＭＥ機器など、医療の安全と効率化に寄与する商品の売上げが引き続き順調に推移いたしました。一方海外では、静

脈留置針や検査用器具類が堅調に推移いたしました。その結果、当商品群の売上高は前年比3.8%増の634億円、営業

利益は前年比7.1%増の121億円となりました。なお、久光製薬株式会社より栄養食品３商品の営業権を譲受し、本年

11月から販売を開始いたしました。 

心臓・血管領域商品群 

 国内では、心臓治療用カテーテル商品を中心に、カテーテルシステムが大きく伸長いたしました。また、人工心肺

システムは、本年１月にエドワーズライフサイエンス株式会社から日本における人工心肺関連事業の営業権を譲受し

たことも寄与し、売上げが増加いたしました。一方海外では、カテーテルシステムが好調に推移いたしました。その

結果、当商品群の売上高は前年比9.9%増の426億円、営業利益は前年比12.8%増の142億円となりました。 

生活医療商品群他 

 糖尿病市場の拡大と競争力のある商品の市場投入により、血糖測定器を中心とする糖尿病関連商品が引き続き売上

げを伸ばしました。また、在宅酸素事業における酸素濃縮器や、腕を通すだけで簡単に測れる家庭用血圧計などの売

上げが順調に推移いたしました。その結果、当商品群の売上高は前年比11.4%増の138億円となりました。営業利益は

前年比14.6%増の40億円となりました。 

 所在地別セグメントの業績は次の通りです。 

≪所在地別セグメント≫ 

（注）各セグメント間の取引及び配賦不能営業費用については考慮しておりません。 

  
前中間連結会計期間 

（百万円） 
当中間連結会計期間 
（百万円） 

増減額 
（百万円） 

前連結会計年度 
（百万円） 

ホスピタル 

商品群 

売上高 61,039 63,351 2,311 124,068 

営業利益 11,263 12,066 802 21,232 

心臓・血管領域 

商品群 

売上高 38,787 42,641 3,853 80,926 

営業利益 12,543 14,153 1,609 29,622 

生活医療 

商品群他 

売上高 12,417 13,833 1,415 25,008 

営業利益 3,524 4,039 515 6,556 

  
前中間連結会計期間 
（百万円） 

当中間連結会計期間 
（百万円） 

増減額 
（百万円） 

前連結会計年度 
（百万円） 

日本 売上高 83,952 89,337 5,384 173,289 

営業利益 23,556 26,035 2,478 49,672 

欧州 売上高 18,250 19,891 1,641 37,269 

営業利益 1,519 1,638 118 2,671 

米州 売上高 19,561 20,466 904 40,024 

営業利益 1,259 584 △674 2,671 

その他 売上高 11,514 13,206 1,691 22,772 

営業利益 1,601 2,048 447 3,548 



日本 

 医療現場の安全と病院業務の効率化に寄与するホスピタル商品群のプレフィルドシリンジやＭＥ機器などが引き続

き好調でした。心臓・血管領域商品群では、心臓治療用のカテーテルをはじめとしたカテーテルシステムや人工心肺

システムが総じて好調で、大きく伸長しました。さらに、生活医療商品群では、血糖測定器や血圧計が順調に売上げ

を伸ばした結果、売上高は前年比6.4％増の893億円、営業利益は前年比10.5％増の260億円となりました。 

欧州 

 心臓治療用のカテーテルをはじめとしたカテーテルシステムや人工血管が順調に売上げを伸ばしました。また、静

脈留置針や検査用器具類も堅調に推移したことにより、売上高は前年比9.0％増の199億円、営業利益は前年比7.8％

増の16億円となりました。 

米州 

 シリンジや注射針をはじめとしたホスピタル商品群や、輸血関連商品などの売上げが順調に推移したため、売上高

は前年比4.6％増の205億円となりました。営業利益は完全子会社化した米国ミッションメディカルINC.の研究開発費

及び販売強化による採用の増加などにより、前年比53.6％減の６億円となりました。 

その他 

 主にアジアにおけるカテーテルシステムをはじめ、シリンジ、静脈留置針、血糖測定器などの売上げが順調に推移

したため、売上高は前年比14.7％増の132億円、営業利益は前年比28.0％増の20億円となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

   ≪キャッシュ・フロー計算書概要≫ 

営業活動によって得られたキャッシュ・フロー 

営業活動が堅調に推移した結果、当中間連結会計期間の営業キャッシュ・フローは、211億円となりました。 

投資活動に使用されたキャッシュ・フロー  

有形固定資産取得による支出61億円に加え、オリンパス株式会社との資本提携による150億円の株式取得の結果、

当中間連結会計期間での投資キャッシュ・フローは211億円となりました。 

財務活動に使用されたキャッシュ・フロー  

借入金返済28億円を進める一方で、オリンパス株式会社との資本提携に伴い自己株式を150億円譲渡した結果、当

中間連結会計期間の財務キャッシュ・フローは98億円のプラスとなりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の当中間期末残高は、前中間期末より214億円増加して676億円となりました。 

 
前中間連結
会計期間 
（百万円） 

当中間連結
会計期間 
（百万円） 

増減額 
（百万円） 

前連結会計年度 
（百万円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,086 21,052 966 43,725 

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,571 △21,147 △14,576 △15,636 

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,273 9,829 19,102 △12,343 

現金及び現金同等物の中間期末(期末)

残高 
46,212 67,594 21,381 57,557 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は当中間連結会計期間の平均販売価格で算出したものであり、消費税等は含まれておりません。また、

セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．各区分には以下の製品が含まれております。 

ホスピタル商品群  ：ホスピタル医療器、医薬品類、輸血関連 

心臓・血管領域商品群：カテーテルシステム、人工心肺システム、人工血管 

生活医療商品群他  ：腹膜透析関連、糖尿病関連、その他 

３．当中間連結会計期間の仕入製品の仕入実績は、当中間連結会計期間平均販売価格（消費税等含まず）算出

で、5,077百万円となります。 

(2）受注状況 

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。また、セグメント間の取引については、相殺消去して 

おります。 

２．各区分には以下の製品が含まれております。 

ホスピタル商品群  ：ホスピタル医療器、医薬品類、輸血関連 

心臓・血管領域商品群：カテーテルシステム、人工心肺システム、人工血管 

生活医療商品群他  ：腹膜透析関連、糖尿病関連、その他 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

ホスピタル商品群  （百万円） 62,663 106.8  

心臓・血管領域商品群（百万円） 43,486 117.3  

生活医療商品群他  （百万円） 13,305 114.4  

     合計   （百万円） 119,454 111.3  

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

ホスピタル商品群  （百万円） 63,351 103.8  

心臓・血管領域商品群（百万円） 42,641 109.9  

生活医療商品群他  （百万円） 13,833 111.4  

     合計   （百万円） 119,825 106.8  



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 日本の研究開発センターを中心に、素材開発から、低侵襲デバイスや再生医療、ナノカプセル技術によるＤＤＳと

いった先端的な機器の開発まで、長年にわたって培われたテルモのコア技術を発展・融合させながら、患者様のＱＯ

Ｌ向上や安全な医療の提供に役立つユニークで人にやさしい商品の開発を進めております。また、２００２年に設立

した「テルモメディカルプラネックス」では、日本発の革新的な医療機器の開発を目指し、医療関係者との連携によ

る新商品の共同開発が進められております。 

 一方、米国では、先端技術の探索・導入を進めるための専門チームが日本の研究開発センターと連携しながら、新

しい技術を迅速に導入できる体制を強化しております。 

 現在開発中の補助人工心臓は、欧州での臨床試験が終了し、引き続いて米国、日本での臨床試験の準備を進めてお

ります。また、ＤＥステント（薬剤溶出ステント）は欧州で臨床試験を実施、次世代型人工血管は欧州での販売を開

始し、さらに米国での臨床試験を進めております。このようなグローバルレベルでの開発が進捗したことにより、当

中間期の研究開発費は73億円（売上高比率6.1%）となりました。 

 また、本年８月に、オリンパス株式会社と当社は業務提携の強化に向けて合意いたしました。両社の共通の目標で

ある「低侵襲医療の実現」を目指し、それぞれのコア技術と幅広いノウハウを持ち寄り、国際競争力ある新しい医療

機器を共同開発してまいります。 

 なお、当中間連結会計期間の研究開発費総額には、研究開発センターで行っている各事業分野に配分できない基礎

研究費用14億円が含まれております。  

ホスピタル商品群 

 主に当社が中心となって、注射器具、輸液器具、輸液剤、プレフィルドシリンジ、輸血関連商品などの研究開発を

行っております。当中間連結会計期間の主な成果としては、高カロリー輸液用で総合ビタミン・糖・アミノ酸・電解

質を３室に分け、世界で初めて一つのバッグに配合した製剤「フルカリック」の大容量タイプ、中心静脈注射用カテ

ーテル「ＣＶレガフォース ＳＸ」を開発し、販売しております。 

 当事業に係る研究開発費は21億円であります。 

心臓・血管領域商品群 

 主に当社、テルモカーディオバスキュラーシステムズCORP.が中心となってカテーテルシステムや人工心肺システ

ム、主にバスクテックLTD.が中心となって人工血管、主にテルモハートINC.が中心となって補助人工心臓の開発を行

っております。当中間連結会計期間の主な成果としては、血管内カテーテル検査の準備動作や手技を綿密に分析し、

検査に必要な物品を順序化して全てをパック化した提案商品「ソリューションパック」、PTCA用ガイドワイヤー「ラ

ンスルー ＮＳ インターミディエイト」、幅広い患者様に対応できる「キャピオックスＲＸ１５」を開発し、販売し

ております。 

 当事業に係る研究開発費は33億円であります。 

生活医療商品群他 

 主に当社が中心となって、糖尿病関連商品、腹膜透析システム、在宅輸液システム、酸素濃縮器、家庭用電子体温

計・電子血圧計などの開発を行っております。当中間連結会計期間の主な成果としては、酸素療法を受ける患者様が

在宅で使用する酸素濃縮器「Ｏ２グリーン静音ＩＴ－５Ｌ」、体温表示画面にバックライトを搭載するなど使いやす

さを高めた電子体温計「テルモ体温計Ｃ２２０」、痛みの少ない注射針を目指した、先端径0.2ミリの極細のインス

リン用注射針「ナノパス３３」を開発し、販売しております。 

 当事業に係る研究開発費は５億円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設について、重要な変更は 

ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）「株式の消却が行われたときは、これに相当する株式数を減ずる」旨、定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 840,000,000 

計 840,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月26日） 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 210,876,260 210,876,260 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 210,876,260 210,876,260 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高（千円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
－ 210,876,260 － 38,716,355 － 52,103,856 



(4）【大株主の状況】 

（注）１．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式は次のとおりです。 

       日本マスタートラスト信託銀行株式会社   26,234千株 

   日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 12,084千株 

   資産管理サービス信託銀行株式会社     10,211千株 

      三菱信託銀行株式会社             868千株 

    ２．三菱信託銀行株式会社は、平成17年10月１日付でＵＦＪ信託銀行株式会社と合併し、三菱ＵＦＪ信託銀行株式

     会社に商号変更しております。 

３．上記のほか、当社保有の自己株式7,844千株があります。 

４．次のとおり株式を所有している旨の大量保有報告書及び変更報告書を受けておりますが、当社として平成17年

９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

また、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 26,234 12.44 

日本トラスティ・サービス信託銀行 

株式会社 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 12,084 5.73 

資産管理サービス信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエア 

オフィスタワーＺ棟 

10,211 4.84 

第一生命保険相互会社 

（常任代理人 資産管理サービス信託 

 銀行株式会社） 

東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 

（東京都中央区晴海一丁目８番12号  

 晴海アイランドトリトンスクエア 

 オフィスタワーＺ棟） 

9,914 4.70 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 8,271 3.92 

明治安田生命保険相互会社 

（常任代理人 資産管理サービス信託 

 銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 

（東京都中央区晴海一丁目８番12号 

 晴海アイランドトリトンスクエア 

 オフィスタワーＺ棟） 

7,343 3.48 

オリンパス株式会社 東京都新宿区西新宿二丁目３番１号 4,715 2.24 

三菱信託銀行株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 4,699 2.23 

株式会社みずほコーポレート銀行 

（常任代理人 資産管理サービス信託 

 銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 

（東京都中央区晴海一丁目８番12号 

 晴海アイランドトリトンスクエア 

 オフィスタワーＺ棟） 

4,675 2.22 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 4,611 2.19 

計 － 92,761 43.99 

氏名又は名称 住所 提出日 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

フィデリティ投信株式会社 
東京都港区虎ノ門四丁目３番

１号 城山JTトラストタワー 
平成17年４月15日 8,018 3.80 

株式会社三菱ＵＦＪフィナン 

シャル・グループ 関係会社５社 

東京都千代田区丸の内二丁目

７番１号 
平成17年11月15日 13,807 6.55 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式 1,300株（議決権の数13個）が 

含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  7,844,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 202,855,100 2,028,551 － 

単元未満株式 普通株式     176,660 － － 

発行済株式総数 210,876,260 － － 

総株主の議決権 － 2,028,551 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

テルモ株式会社 
東京都渋谷区幡ケ谷

二丁目44番１号 
7,844,500 － 7,844,500 3.72 

計 － 7,844,500 － 7,844,500 3.72 

月別 平成17年４月 平成17年５月 平成17年６月 平成17年７月 平成17年８月 平成17年９月 

最高（円） 3,320 3,120 3,230 3,280 3,230 3,690 

最低（円） 2,940 2,765 2,850 3,100 3,040 3,160 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の中間財務諸表並び

に当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けており

ます。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   46,212   67,594   57,557  

２ 受取手形及び 
  売掛金   57,553   59,520   60,809  

３ たな卸資産   33,819   38,274   34,781  

４ 繰延税金資産   6,136   6,643   5,955  

５ その他   3,306   4,022   3,386  

  貸倒引当金   △997   △776   △987  

流動資産合計   146,030 49.3  175,278 50.9  161,504 51.7 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1)建物及び構築物  43,552   42,053   42,084   

(2)機械装置及び 
  運搬具  30,680   28,081   28,743   

(3)土地  21,844   20,519   21,802   

(4)建設仮勘定  5,533   9,589   7,406   

(5)その他  6,844 108,455 36.6 7,176 107,420 31.2 7,005 107,042 34.3 

２ 無形固定資産           

(1)営業権  4,220   5,124   5,266   

(2)連結調整勘定  13,610   12,811   13,210   

(3)その他  3,949 21,779 7.3 4,630 22,566 6.6 4,443 22,920 7.3 

３ 投資その他の資産           

(1)投資有価証券  9,359   30,267   10,151   

(2)繰延税金資産  8,326   6,354   8,379   

(3)その他  2,385 20,071 6.8 2,392 39,015 11.3 2,455 20,987 6.7 

固定資産合計   150,306 50.7  169,002 49.1  150,951 48.3 

 資産合計   296,336 100.0  344,281 100.0  312,455 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
  買掛金   19,712   22,250   21,810  

２ 短期借入金   9,729   6,159   8,539  

３ １年以内返済予定 
  長期借入金   777   5,000   5,322  

４ 未払法人税等   9,121   9,398   10,413  

５ 賞与引当金   4,203   4,729   4,526  

６ 設備関係支払手形 
  及び未払金   2,486   5,447   3,780  

７ その他   15,834   16,128   16,259  

流動負債合計   61,864 20.9  69,113 20.1  70,652 22.6 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金   5,000   －   －  

２ 繰延税金負債   482   48   475  

３ 退職給付引当金   19,440   19,470   19,386  

４ その他   2,030   2,011   2,035  

固定負債合計   26,953 9.1  21,530 6.2  21,897 7.0 

負債合計   88,818 30.0  90,644 26.3  92,550 29.6 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   29 0.0  46 0.0  32 0.0 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   38,716 13.1  38,716 11.3  38,716 12.4 

Ⅱ 資本剰余金   52,103 17.6  59,030 17.2  52,103 16.7 

Ⅲ 利益剰余金   143,237 48.3  169,271 49.2  155,501 49.8 

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金   1,519 0.5  4,989 1.4  1,875 0.6 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △6,613 △2.2  △4,983 △1.5  △6,832 △2.2 

Ⅵ 自己株式   △21,473 △7.3  △13,434 △3.9  △21,492 △6.9 

資本合計   207,489 70.0  253,590 73.7  219,872 70.4 

負債、少数株主持分 
及び資本合計   296,336 100.0  344,281 100.0  312,455 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   112,244 100.0  119,825 100.0  230,003 100.0 

Ⅱ 売上原価   52,447 46.7  54,530 45.5  106,238 46.2 

売上総利益   59,797 53.3  65,295 54.5  123,764 53.8 

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※１  37,562 33.5  40,285 33.6  76,657 33.3 

営業利益   22,235 19.8  25,010 20.9  47,107 20.5 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息  100   145   248   

２ 受取配当金  91   93   100   

３ 受取ロイヤルティー  11   8   19   

４ 為替差益  544   553   286   

５ 持分法による 
  投資利益  94   97   187   

６ その他  255 1,096 1.0 310 1,209 1.0 874 1,716 0.7 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  176   143   326   

２ 売上割引  －   191   360   

３ たな卸資産処分損  －   101   263   

４ 海外子会社  
  退職年金等 
  一時処理額 

 －   160   －   

５ その他  613 789 0.7 321 918 0.8 747 1,698 0.7 

経常利益   22,542 20.1  25,300 21.1  47,125 20.5 

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※２ 1   65   3   

２ 貸倒引当金戻入益  24   66   3   

３ 海外事業改革損  
  戻入益  －   －   537   

４ 償却債権売却益  － 26 0.0 156 288 0.2 － 544 0.2 

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産処分損 ※３ 89   521   229   

２ ゴルフ会員権整理損  19   －   10   

３ 子会社整理損   －   190   －   

４ 退任役員慰労金  162   59   162   

５ 連結調整勘定  
  一括償却  －   －   2,179   

６ 減損損失 ※４ 1,402 1,674 1.5 592 1,363 1.1 1,434 4,016 1.7 

税金等調整前中間 
（当期）純利益   20,894 18.6  24,224 20.2  43,653 19.0 

法人税、住民税 
及び事業税  8,434   9,047   17,371   

法人税等調整額 
（△減算）  △825 7,608 6.8 △1,139 7,907 6.6 △857 16,513 7.2 

少数株主利益 
（△損失）   2 0.0  11 0.0  5 0.0 

中間（当期）純利益   13,283 11.8  16,305 13.6  27,134 11.8 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   52,103  52,103  52,103 

Ⅱ 資本剰余金増加高         

  １ 自己株式処分差益  － － 6,926 6,926 － － 

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  （期末）残高 

  52,103  59,030  52,103 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   131,880  155,501  131,880 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１ 中間（当期）純利益  13,283 13,283 16,305 16,305 27,134 27,134 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１ 配当金  1,785  2,379  3,372  

２ 役員賞与        

 (１)取締役賞与  126  140  126  

 (２)監査役賞与  15 1,926 17 2,536 15 3,513 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  （期末）残高 

  143,237  169,271  155,501 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

    

税金等調整前中間 
（当期）純利益 

 20,894 24,224 43,653 

減価償却費  6,532 6,968 14,781 

減損損失  1,402 592 1,434 

連結調整勘定償却額  399 399 2,978 

持分法による投資損益
（利益：△） 

 △94 △97 △187 

退職給付引当金の 
増減額（減少：△） 

 △146 84 △199 

貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

 △44 △211 △54 

受取利息及び 
受取配当金 

 △191 △239 △349 

支払利息  176 143 326 

為替差損益 
（差益：△） 

 △20 124 △14 

有形固定資産処分損  89 521 229 

有形固定資産売却益  △1 △65 △3 

ゴルフ会員権整理損  19 － 10 

売上債権の増減額 
（増加：△） 

 1,567 1,561 △1,782 

たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

 500 △3,121 △634 

仕入債務の増減額 
（減少：△） 

 △2,152 686 239 

未払消費税等の増減額
（減少：△） 

 △157 － － 

役員賞与の支払額  △141 △157 △141 

その他  1,787 △555 1,386 

   小計  30,419 30,860 61,671 

利息及び配当金の 
受取額 

 382 436 534 

利息の支払額  △176 △143 △326 

法人税等の支払額  △10,539 △10,100 △18,154 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 20,086 21,052 43,725 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

    

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △5,875 △6,149 △10,998 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 1 763 3 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △695 △764 △1,822 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △1 △14,999 △102 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 － 1 － 

営業譲受による支出  － － △955 

新規連結会社の取得に
伴う支出 

 － － △1,761 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △6,571 △21,147 △15,636 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

    

短期借入金の増減額 
（減少：△） 

 △6,919 △2,446 △7,962 

長期借入金の返済に 
よる支出 

 △439 △328 △860 

自己株式の売却による
収入 

 － 14,998 － 

自己株式の取得による
支出 

 △128 △14 △147 

配当金の支払額  △1,785 △2,379 △3,372 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △9,273 9,829 △12,343 

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
係る換算差額 

 437 302 279 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額（減少：△） 

 4,679 10,036 16,024 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 41,533 57,557 41,533 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

※１ 46,212 67,594 57,557 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数   34社 

 主要な連結子会社は以下のと

おりであります。 

テルモヨーロッパN.V. 

テルモメディカルCORP. 

テルモカーディオバスキュラー

システムズCORP. 

泰尓茂医療産品（杭州）有限 

公司 

 なお当中間連結会計期間より 

新規設立に伴い、１社を連結の 

範囲に加えております。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数   35社 

 主要な連結子会社は以下のと

おりであります。 

テルモヨーロッパN.V. 

テルモメディカルCORP. 

テルモカーディオバスキュラー

システムズCORP. 

泰尓茂医療産品（杭州）有限

公司 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数   35社 

 主要な連結子会社は以下のと

おりであります。 

テルモヨーロッパN.V. 

テルモメディカルCORP. 

テルモカーディオバスキュラー

システムズCORP. 

泰尓茂医療産品（杭州）有限

公司 

 なお当連結会計年度よりテル

モインターナショナルトレーデ

ィング（上海）Co.,LTD.を新た

に設立したことにより、連結子

会社に含めております。 

 また前連結会計年度において

持分法適用の関連会社であった

ミッションメディカルINC.につ

いては株式の追加取得により連

結子会社に含めております。 

(2）非連結子会社の名称及び 

連結の範囲から除いた理由 

テルモビジネスサポート㈱ 

１社 

(2）非連結子会社の名称及び 

連結の範囲から除いた理由 

テルモビジネスサポート㈱ 

１社 

(2）非連結子会社の名称及び 

連結の範囲から除いた理由 

テルモビジネスサポート㈱ 

１社 

（連結の範囲から除いた理由） 

 事業の種類、内容等が連結会

社と著しく異なる上、総資産、

売上高、中間純利益及び利益剰

余金等は、いずれも僅少であり

中間連結財務諸表に及ぼす影響

は軽微であるため、連結の範囲

から除外しております。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 事業の種類、内容等が連結会

社と著しく異なる上、総資産、

売上高、当期純利益及び利益剰

余金等は、いずれも僅少であり

連結財務諸表に及ぼす影響は軽

微であるため、連結の範囲から

除外しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事項 

 非連結子会社１社及び関連会社 

３社に対する投資について持分法

を適用しています。 

 主要な関連会社はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

 非連結子会社１社及び関連会社 

１社に対する投資について持分法

を適用しています。 

 主要な関連会社はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

 非連結子会社１社及び関連会社 

１社に対する投資について持分法

を適用しています。 

 主要な関連会社はありません。 

 なお、前連結会計年度において

持分法適用の関連会社であった㈱

カージオペーシングリサーチ・ラ

ボラトリーについては、当連結会

計年度において解散決議に基づき

清算手続を開始したため、持分法

適用の範囲から除外しておりま

す。 

 また、前連結会計年度において

持分法適用の関連会社であったミ

ッションメディカルINC.について

は株式の追加取得により連結子会

社となったため、持分法適用の範

囲から除外しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に 

関する事項 

 連結子会社のうち泰尓茂医療産

品（杭州）有限公司、長春泰尓茂

医用器具有限公司、テルモタイラ

ンドCO.,LTD.、PT．テルモインド

ネシア及びテルモインターナショ

ナルトレーディング（上海）CO.，

LTD．の中間決算日は、平成16年６

月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同中間決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただ

し、平成16年７月１日から中間連

結決算日平成16年９月30日までの

期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って

おります。 

３．連結子会社の中間決算日等に 

関する事項 

 連結子会社のうち泰尓茂医療産

品（杭州）有限公司、長春泰尓茂

医用器具有限公司、テルモタイラ

ンドCO.,LTD.、PT．テルモインド

ネシア及びテルモインターナショ

ナルトレーディング（上海）CO.，

LTD．の中間決算日は、平成17年６

月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同中間決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただ

し、平成17年７月１日から中間連

結決算日平成17年９月30日までの

期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って

おります。 

３．連結子会社の決算日等に関する

事項 

  連結子会社のうち泰尓茂医療産

品（杭州）有限公司、長春泰尓茂

医用器具有限公司、テルモタイラ

ンドCO.,LTD.、PT．テルモインド

ネシア及びテルモインターナショ

ナルトレーディング（上海）CO.，

LTD．の決算日は、平成16年12月31

日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用しております。ただし、平成17

年１月１日から連結決算日平成17

年３月31日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び 

評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

１）時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は主として

移動平均法により算定） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び 

評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

１）時価のあるもの 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び 

評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

１）時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移

動平均法により算定） 

２）時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

２）時価のないもの 

同左 

２）時価のないもの 

同左 

(ロ）デリバティブ 

時価法 

(ロ）デリバティブ 

同左 

(ロ）デリバティブ 

同左 

(ハ）たな卸資産 

 当社は総平均法に基づく原

価法により評価しており、在

外連結子会社は主として先入

先出法に基づく低価法により

評価しております。 

(ハ）たな卸資産 

同左 

(ハ）たな卸資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価 

償却の方法 

(イ）有形固定資産 

 原則として定率法によって 

おりますが、一部の子会社で 

は定額法を採用しております。 

 なお、子会社において定額 

法により償却しているものは、

有形固定資産の取得価額の25 

％であります。 

 当社については、平成10年 

４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）について、

定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下

の通りであります。 

(2）重要な減価償却資産の減価 

償却の方法 

(イ）有形固定資産 

同左 

  

  

  

(2）重要な減価償却資産の減価 

償却の方法 

(イ）有形固定資産 

 同左 

  

  

  

建物及び構築物 ５～50年

機械装置 

及び運搬具 
３～20年

  

(ロ）無形固定資産 

 定額法を採用しております。

なお、当社の営業権は５年で 

均等額を、自社利用のソフト 

ウェアについては、社内にお 

ける利用可能期間（５年）で 

償却しております。在外連結 

子会社計上の営業権について

は、所在地国の会計基準の規 

定に基づき処理しております。 

(ロ）無形固定資産 

同左 

(ロ）無形固定資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

 受取手形及び売掛金等の貸

倒損失に備えるため、当社及

び国内連結子会社において

は、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。在外連結子会社について

は主として個別に債権の回収

可能性を検討して、必要額を

計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

(ロ）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支払

に備えるため、支給見込額を

計上しております。 

(ロ）賞与引当金 

同左 

(ロ）賞与引当金 

同左 

(ハ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 過去勤務債務は、主として

その発生時点の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法によ

り費用の減額処理をしており

ます。 

 数理計算上の差異は、主と

して各連結会計年度の発生時

点における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

(ハ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 過去勤務債務は、主として

その発生時点の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法によ

り費用の減額処理をしており

ます。 

 数理計算上の差異は、主と

してその発生時点における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による

定額法により発生年度の翌期

から費用処理しております。 

(ハ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。 

 過去勤務債務は、主として

その発生時点の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法によ

り費用の減額処理をしており

ます。 

 数理計算上の差異は、主と

してその発生時点における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による

定額法により発生年度の翌期

から費用処理しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、一部の在外連結子会

社を除き、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

 主として繰延ヘッジ処理を

採用しております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約 

ヘッジ対象 外貨建売掛金 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 同左 

ヘッジ対象 外貨建売掛金 

      外貨建買掛金 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 同左 

ヘッジ対象 同左 

(ハ）ヘッジ方針 

 主として当社のリスク別管

理方針に基づき、為替相場変

動リスクをヘッジしておりま

す。 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー変動の累計又は相場変

動とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計又は相

場変動を半期ごとに比較し、

両者の変動額等を基礎にし

て、ヘッジ有効性を評価して

おります。 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 当社及び国内に所在する連結

子会社は税抜方式によっており

ます。 

 在外連結子会社は該当ありま

せん。 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(6）その他連結財務諸表作成の 

ための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー 

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー 

計算書における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



会計方針の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当中間

連結会計期間から同会計基準及び同

適用指針を適用しております。これ

により税金等調整前中間純利益は

1,402百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当連結

会計年度から同会計基準及び同適用

指針を適用しております。これによ

り税金等調整前当期純利益は1,434百

万円減少しております。  

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

────── （中間連結損益計算書） 

前中間連結会計期間まで営業外費用の「その他」に

含めて表示しておりました「売上割引」は、当中間連

結会計期間より区分掲記しました。 

なお、前中間連結会計期間における「売上割引」の

金額は176百万円であります。 

 前中間連結会計期間まで営業外費用の「その他」に

含めて表示しておりました「たな卸資産処分損」は、

当中間連結会計期間より区分掲記しました。 

なお、前中間連結会計期間における「たな卸資産処

分損」の金額は188百万円であります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

営業活動によるキャッシュ・フローの「貸倒引当金

の増減額」は、前中間連結会計期間は「売上債権の増

減額」に含めて表示しておりましたが、当中間連結会

計期間より区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間の「売上債権の増減額」

に含まれている「貸倒引当金の増減額」は△10百万円

であります。  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）  

営業活動によるキャッシュ・フローの「未払消費税

等の増減額（減少：△）」は、当中間連結会計期間に

おいて、金額的重要性が乏しくなったため「その他」

に含めております。 

なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「未払消費税等の増減額（減少：△）」は△144百

万円であります。  



追加情報 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税 

部分の損益計算書上の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成16年２月

13日）が公表されたことに伴い、当中

間連結会計期間から同実務対応報告に

基づき、法人事業税の付加価値割及び

資本割のうち60百万円を売上原価とし

て、211百万円を販売費及び一般管理

費として処理しております。 

────── （法人事業税における外形標準課税 

部分の損益計算書上の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成16年２月

13日）が公表されたことに伴い、当連

結会計年度から同実務対応報告に基づ

き、法人事業税の付加価値割及び資本

割のうち63百万円を売上原価として、

404百万円を販売費及び一般管理費と

して処理しております。  

項目 
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産  有形固定資産の減価償却累計額

は、175,775百万円であります。 

 有形固定資産の減価償却累計額

は、178,784百万円であります。 

 有形固定資産の減価償却累計額

は、172,700百万円であります。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費の

うち主要な費目及び金額 

   

減価償却費 

賞与引当金繰入額 

給料手当 

販売促進費及び 

 広告宣伝費 

運送及び荷造梱包費 

退職給付費用 

(退職給付引当金繰入額) 

研究開発費 

1,115百万円 

2,028百万円 

7,944百万円 

4,018百万円 

3,570百万円 

815百万円 

 6,969百万円 

1,270百万円 

2,099百万円 

9,177百万円 

 4,001百万円 

 3,570百万円 

 859百万円 

 7,342百万円 

2,568百万円 

4,026百万円 

16,271百万円 

 8,247百万円 

 7,096百万円 

 1,740百万円 

 13,739百万円 

※２．固定資産売却益  固定資産売却益の内訳は、機械

及び装置０百万円、車両及び運搬

具０百万円であります。 

 固定資産売却益の内訳は、土地

60百万円、機械装置及び運搬具４

百万円、その他０百万円でありま

す。 

 固定資産売却益の内訳は、機械

装置及び運搬具１百万円、その他

２百万円であります。 

※３．固定資産処分損  固定資産処分損の内訳は、建物

及び構築物25百万円、機械装置及

び運搬具18百万円、その他44百万

円であります。 

 固定資産処分損の内訳は、土地

313百万円、建物及び構築物93百

万円、機械装置及び運搬具76百万

円、その他37百万円であります。 

 固定資産処分損の内訳は、建物

及び構築物55百万円、機械装置及

び運搬具91百万円、その他82百万

円であります。 

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※４．減損損失   当中間連結会計期間において、 

当社グループは以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。

  当中間連結会計期間において、 

当社グループは以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。

 当連結会計年度において、当社

グループは以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

 場所 用途 減損損失 

兵庫県神戸市
他３箇所 

遊休資産 
（土地） 

1,384 

兵庫県神戸市 
遊休資産 
（建物等） 

17 

合 計 1,402 

場所 用途 減損損失 

神奈川県 
足柄上郡 

遊休資産 
（土地） 

592 

合 計 592 

場所 用途 減損損失 

兵庫県神戸市
他４箇所 

遊休資産 
（土地） 

1,417 

兵庫県神戸市 
遊休資産 
（建物等） 

17 

合 計 1,434 

  当社グループは、継続して収支 

を把握している、ホスピタル事

業、生活医療事業、カテーテル事

業等の事業分野別に資産のグルー

ピングを行っており、遊休資産に

ついては、それぞれの物件ごとに

１つの資産グループとしておりま

す。また、本社、研究開発部門に

属する資産ならびに社宅や寮等に

ついては独立したキャッシュ・フ

ローを生み出さないことから共用

資産としております。 

 このうち、現在事業の用に供し 

ていない遊休資産について、地価 

の下落など資産価値が著しく下落 

しているものにつき、帳簿価額を 

回収可能価額まで減額し、当該減 

少額を減損損失（1,402百万円）と

して特別損失に計上しておりま

す。 

 なお、回収可能価額は正味売却

価額を使用し、主として固定資産

税課税標準により評価しておりま

す。 

 当社グループは、継続して収支 

を把握している、ホスピタル事

業、生活医療事業、カテーテル事

業等の事業分野別に資産のグルー

ピングを行っており、遊休資産に

ついては、それぞれの物件ごとに

１つの資産グループとしておりま

す。また、本社、研究開発部門に

属する資産ならびに社宅や寮等に

ついては独立したキャッシュ・フ

ローを生み出さないことから共用

資産としております。 

 このうち、現在事業の用に供し

ていない遊休資産について、地価

の下落など資産価値が著しく下落

しているものにつき、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（592百万円）と

して特別損失に計上しておりま

す。 

 なお、回収可能価額は正味売却

価額を使用し、主として固定資産

税課税標準により評価しておりま

す。 

 当社グループは、継続して収支 

を把握している、ホスピタル事

業、生活医療事業、カテーテル事

業等の事業分野別に資産のグルー

ピングを行っており、遊休資産に

ついては、それぞれの物件ごとに

１つの資産グループとしておりま

す。また、本社、研究開発部門に

属する資産ならびに社宅や寮等に

ついては独立したキャッシュ・フ

ローを生み出さないことから共用

資産としております。 

 このうち、現在事業の用に供し 

ていない遊休資産について、地価 

の下落など資産価値が著しく下落 

しているものにつき、帳簿価額を 

回収可能価額まで減額し、当該減 

少額を減損損失（1,434百万円）と

して特別損失に計上しております。

 なお、回収可能価額は正味売却

価額を使用し、主として固定資産

税課税標準により評価しておりま

す。  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

 （百万円）

現金及び預金勘定 46,212

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
－

現金及び現金同等物 46,212

 （百万円）

現金及び預金勘定 67,594

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
－

現金及び現金同等物 67,594

 （百万円）

現金及び預金勘定 57,557

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
－

現金及び現金同等物 57,557



（リース取引関係） 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有

権が借主に移転する

と認められるもの以

外のファイナンス・

リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間 

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間 

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末 

残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 

1,008 729 279 

その他 1,445 747 697 

合計 2,454 1,477 976 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 

807 649 158 

その他 1,491 670 820 

合計 2,298 1,319 978 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 

916 703 213 

その他 1,374 673 701 

合計 2,290 1,376 914 

 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

（注）    同左 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

 (2）未経過リース料中間期末残高 

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高 

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 375百万円

１年超 601百万円

合計 976百万円

１年内 424百万円

１年超 554百万円

合計 978百万円

１年内    383百万円

１年超    530百万円

合計      914百万円

 （注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

（注）    同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 (3）支払リース料及び減価償却費 

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費 

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

 支払リース料 225百万円

減価償却費 

相当額 
225百万円

支払リース料 250百万円

減価償却費 

相当額 
250百万円

支払リース料    486百万円

減価償却費 

相当額 
   486百万円

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・

リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 36百万円

１年超 99百万円

合計 135百万円

１年内 65百万円

１年超 197百万円

合計 262百万円

１年内   76百万円

１年超   87百万円

合計   163百万円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 

前中間連結会計期間末 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 4,937 7,482 2,544 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合 計 4,937 7,482 2,544 

 
前中間連結会計期間末 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 1,574 

 

当中間連結会計期間末 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 19,938 28,296 8,358 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 100 100 － 

合 計 20,038 28,396 8,358 

 
当中間連結会計期間末 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 1,573 



前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

 

前連結会計年度末 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 4,939 8,081 3,142 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 100 100 － 

合 計 5,039 8,181 3,142 

 
前連結会計年度末 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 1,574 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

取引の種類 対象物の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

為替予約取引 通貨 5,679 5,755 △76 

取引の種類 対象物の種類 
契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

為替予約取引 通貨 

売建 

  

 米ドル  

ユーロ 

1,685 

2,157 

1,739 

2,163 

△54 

△6 

買建 米ドル 365 381 15 

合 計 － － △44 

取引の種類 対象物の種類 
契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

為替予約取引 通貨 

売建 

  

 米ドル  

ユーロ 

2,073 

4,319 

2,131 

4,351 

△58 

△31 

買建 米ドル 830 799 △30 

合 計 － － △120 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 （注）１．事業区分は、事業の運営・収支区分等を勘案して「ホスピタル商品群」「心臓・血管領域商品群」及び 

「生活医療商品群他」の３事業に区分しております。 

２．各事業の主な製品 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

 
ホスピタル
商品群 
（百万円） 

心臓・血管
領域商品群 
（百万円） 

生活医療 
商品群他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 61,039 38,787 12,417 112,244 － 112,244 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － － 

計 61,039 38,787 12,417 112,244 － 112,244 

営業費用 49,775 26,244 8,893 84,913 5,096 90,009 

営業利益 11,263 12,543 3,524 27,331 (5,096) 22,235 

事業区分 売上区分 主要製品 

ホスピタル商品群 

ホスピタル医療器 

シリンジ（注射筒）、注射針、輸液セット、翼状針、

留置針、真空採血管、輸液ポンプ、シリンジポンプ 

他 

医薬品類 
輸液剤、高カロリー輸液剤、プレフィルドシリンジ 

他 

輸血関連 血液バッグ、成分採血装置、無菌接合装置 他 

心臓・血管領域商品群 

カテーテルシステム 
ＰＴＣＡカテーテル、コロナリーステント、ガイド

ワイヤー、血管造影カテーテル 他 

人工心肺システム 人工肺、体外循環システム 他 

人工血管 人工血管 

生活医療商品群他 

腹膜透析関連 腹膜透析液 他 

糖尿病関連 血糖測定システム 他 

その他 
在宅輸液システム、酸素濃縮器、家庭用電子体温計、

家庭用電子血圧計 他 



 （注）１．事業区分は、事業の運営・収支区分等を勘案して「ホスピタル商品群」「心臓・血管領域商品群」及び 

「生活医療商品群他」の３事業に区分しております。 

２．各事業の主な製品 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 
ホスピタル
商品群 
（百万円） 

心臓・血管
領域商品群 
（百万円） 

生活医療 
商品群他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 63,351 42,641 13,833 119,825 － 119,825 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － － 

計 63,351 42,641 13,833 119,825 － 119,825 

営業費用 51,284 28,488 9,793 89,566 5,248 94,815 

営業利益 12,066 14,153 4,039 30,259 (5,248) 25,010 

事業区分 売上区分 主要製品 

ホスピタル商品群 

ホスピタル医療器 

シリンジ（注射筒）、注射針、輸液セット、翼状針、

留置針、真空採血管、輸液ポンプ、シリンジポンプ 

他 

医薬品類 
輸液剤、高カロリー輸液剤、プレフィルドシリンジ 

他 

輸血関連 血液バッグ、成分採血装置、無菌接合装置 他 

心臓・血管領域商品群 

カテーテルシステム 
ＰＴＣＡカテーテル、コロナリーステント、ガイド

ワイヤー、血管造影カテーテル 他 

人工心肺システム 人工肺、体外循環システム 他 

人工血管 人工血管 

生活医療商品群他 

腹膜透析関連 腹膜透析液 他 

糖尿病関連 血糖測定システム 他 

その他 
在宅輸液システム、酸素濃縮器、家庭用電子体温計、

家庭用電子血圧計 他 



 （注）１．事業区分は、事業の運営・収支区分等を勘案して「ホスピタル商品群」「心臓・血管領域商品群」及び 

「生活医療商品群他」の３事業に区分しております。 

２．各事業の主な製品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 
ホスピタル
商品群 
（百万円） 

心臓・血管
領域商品群 
（百万円） 

生活医療 
商品群他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 124,068 80,926 25,008 230,003 － 230,003 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － － 

計 124,068 80,926 25,008 230,003 － 230,003 

営業費用 102,835 51,304 18,451 172,591 10,303 182,895 

営業利益 21,232 29,622 6,556 57,411 (10,303) 47,107 

事業区分 売上区分 主要製品 

ホスピタル商品群 

ホスピタル医療器 

シリンジ（注射筒）、注射針、輸液セット、翼状針、

留置針、真空採血管、輸液ポンプ、シリンジポンプ 

他 

医薬品類 
輸液剤、高カロリー輸液剤、プレフィルドシリンジ 

他 

輸血関連 血液バッグ、成分採血装置、無菌接合装置 他 

心臓・血管領域商品群 

カテーテルシステム 
ＰＴＣＡカテーテル、コロナリーステント、ガイド

ワイヤー、血管造影カテーテル 他 

人工心肺システム 人工肺、体外循環システム 他 

人工血管 人工血管 

生活医療商品群他 

腹膜透析関連 腹膜透析液 他 

糖尿病関連 血糖測定システム 他 

その他 
在宅輸液システム、酸素濃縮器、家庭用電子体温計、

家庭用電子血圧計 他 

 
前中間連結
会計期間 

当中間連結
会計期間 

前連結会計
年度 

主な内容 

消去又は全社の項目に

含めた配賦不能営業費

用の金額（百万円） 

5,096 5,248 10,303 当社の一般管理部門に係る費用 



【所在地別セグメント情報】 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

 
日本 

（百万円） 
欧州 

（百万円）
米州 

（百万円）
その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 69,480 16,958 17,597 8,208 112,244 － 112,244 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
14,471 1,291 1,964 3,306 21,033 (21,033) － 

計 83,952 18,250 19,561 11,514 133,278 (21,033) 112,244 

営業費用 60,395 16,731 18,301 9,913 105,341 (15,331) 90,009 

営業利益 23,556 1,519 1,259 1,601 27,937 (5,702) 22,235 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 
日本 

（百万円） 
欧州 

（百万円）
米州 

（百万円）
その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 73,355 18,555 18,448 9,467 119,825 － 119,825 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
15,981 1,336 2,018 3,739 23,075 (23,075) － 

計 89,337 19,891 20,466 13,206 142,901 (23,075) 119,825 

営業費用 63,301 18,253 19,881 11,157 112,593 (17,778) 94,815 

営業利益 26,035 1,638 584 2,048 30,307 (5,297) 25,010 



  

 （注）１．国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域 

１）国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２）各区分に属する主な国または地域…欧州 ：ベルギー、イギリス、ドイツ等 

米州 ：アメリカ、カナダ、メキシコ等 

その他：ＵＡＥ、オーストラリア、タイ等 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 
日本 

（百万円） 
欧州 

（百万円）
米州 

（百万円）
その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 143,390 34,763 35,771 16,078 230,003 － 230,003 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
29,899 2,506 4,253 6,693 43,353 (43,353) － 

計 173,289 37,269 40,024 22,772 273,356 (43,353) 230,003 

営業費用 123,617 34,598 37,353 19,223 214,793 (31,898) 182,895 

営業利益 49,672 2,671 2,671 3,548 58,562 (11,455) 47,107 

 
前中間連結
会計期間 

当中間連結
会計期間 

前連結会計
年度 

主な内容 

消去又は全社の項目に

含めた配賦不能営業費

用の金額（百万円） 

5,096 5,248 10,303 当社の一般管理部門に係る費用 



【海外売上高】 

  

 （注）１．国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域 

１）国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２）各区分に属する主な国または地域…欧州 ：ドイツ、フランス、イタリア等 

米州 ：アメリカ、カナダ、メキシコ等 

その他：オーストラリア、タイ、台湾等 

２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

 欧州 米州 その他 計 

海外売上高（百万円） 16,958 17,597 8,226 42,782 

連結売上高（百万円）    112,244 

連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
15.1 15.7 7.3 38.1 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 欧州 米州 その他 計 

海外売上高（百万円） 18,555 18,448 9,539 46,542 

連結売上高（百万円）    119,825 

連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
15.5 15.4 8.0 38.9 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 欧州 米州 その他 計 

海外売上高（百万円） 34,763 35,771 16,112 86,647 

連結売上高（百万円）    230,003 

連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
15.1 15.6 7.0 37.7 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 1,046.19 1,249.02 1,107.88 

１株当たり中間（当期） 

純利益金額（円） 
66.98 81.57 136.03 

 

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益金額（百万円） 13,283 16,305 27,134 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 157 

 （うち利益処分による取締役賞与） (－) (－) (140) 

 （うち利益処分による監査役賞与） (－) (－) (17) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
13,283 16,305 26,977 

普通株式の期中平均株式数（千株） 198,330 199,890 198,327 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  33,803   56,027   45,338   

２ 受取手形  5,569   5,023   4,176   

３ 売掛金  47,198   50,190   51,306   

４ たな卸資産  21,488   23,432   21,670   

５ 短期貸付金  30   －   55   

６ 未収金  1,568   1,990   2,081   

７ 繰延税金資産  4,310   4,288   3,916   

８ その他  868   927   895   

貸倒引当金  △628   △415   △645   

流動資産合計   114,208 38.5  141,463 41.0  128,795 41.0 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1）建物  32,233   31,296   31,337   

(2）機械及び装置  18,581   18,018   17,963   

(3）土地  20,721   19,383   20,703   

(4）建設仮勘定  3,879   7,067   5,567   

(5）その他  7,511   7,289   7,429   

有形固定資産合計  82,927   83,055   83,001   

２ 無形固定資産  3,507   5,052   5,273   

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券  9,057   29,969   9,756   

(2）関係会社株式  71,813   73,119   72,261   

(3）関係会社出資金  3,959   3,959   3,959   

(4）長期貸付金  477   430   408   

(5）繰延税金資産  8,583   5,969   8,487   

(6）その他  2,058   2,003   2,110   

投資その他の資産
合計  95,950   115,451   96,983   

固定資産合計   182,385 61.5  203,559 59.0  185,257 59.0 

資産合計   296,593 100.0  345,022 100.0  314,053 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形  1,377   1,585   1,555   

２ 買掛金  18,116   22,181   19,413   

３ １年以内返済予定 
  長期借入金  －   5,000   5,000   

４ 未払法人税等  8,223   8,185   8,896   

５ 賞与引当金  4,117   4,635   4,444   

６ 設備関係支払手形  199   692   253   

７ 設備関係未払金  2,286   4,754   3,526   

８ その他 ※３ 8,855   8,011   10,449   

流動負債合計   43,177 14.5  55,046 15.9  53,539 17.0 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金  5,000   －   －   

２ 退職給付引当金  18,663   18,310   18,490   

３ 長期預り保証金  863   859   900   

固定負債合計   24,526 8.3  19,170 5.6  19,391 6.2 

負債合計   67,704 22.8  74,217 21.5  72,930 23.2 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   38,716 13.0  38,716 11.2  38,716 12.3 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  52,103   52,103   52,103   

２ その他資本 
  剰余金  －   6,926   －   

資本剰余金合計   52,103 17.6  59,030 17.1  52,103 16.6 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  3,284   3,284   3,284   

２ 任意積立金  82,900   82,900   82,900   

３ 中間（当期） 
未処分利益  71,839   95,318   83,734   

利益剰余金合計   158,024 53.3  181,503 52.6  169,919 54.1 

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金   1,519 0.5  4,989 1.4  1,875 0.6 

Ⅴ 自己株式   △21,473 △7.2  △13,434 △3.8  △21,492 △6.8 

資本合計   228,889 77.2  270,805 78.5  241,122 76.8 

負債資本合計   296,593 100.0  345,022 100.0  314,053 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

           

Ⅰ 売上高   86,197 100.0  91,801 100.0  176,538 100.0 

Ⅱ 売上原価   41,743 48.4  44,131 48.1  84,769 48.0 

売上総利益   44,454 51.6  47,670 51.9  91,769 52.0 

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費   25,427 29.5  26,320 28.7  51,912 29.4 

営業利益   19,027 22.1  21,349 23.2  39,857 22.6 

Ⅳ 営業外収益 ※１  1,231 1.4  1,736 1.9  2,323 1.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２  409 0.5  362 0.4  803 0.5 

経常利益   19,848 23.0  22,724 24.7  41,377 23.4 

Ⅵ 特別利益 ※３  26 0.0  285 0.3  7 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※４,６  1,672 1.9  1,152 1.2  1,826 1.0 

税引前中間（当期）
純利益   18,202 21.1  21,857 23.8  39,558 22.4 

法人税、住民税 
及び事業税  7,202   7,689   14,828   

法人税等調整額
（△減算）  △525 6,676 7.7 47 7,736 8.4 △277 14,550 8.2 

中間（当期） 
純利益   11,525 13.4  14,120 15.4  25,007 14.2 

前期繰越利益   60,313   81,197   60,313  

中間配当額   －   －   1,586  

中間（当期） 
未処分利益   71,839   95,318   83,734  

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

(イ）子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

(イ）子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

(イ）子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

(ロ）その他有価証券 

１）時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(ロ）その他有価証券 

１）時価のあるもの 

同左 

(ロ）その他有価証券 

１）時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

２）時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

２）時価のないもの 

同左 

２）時価のないもの 

同左 

(2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

(3）たな卸資産 

総平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の 

とおりであります。 

建物及び構築物 ５～50年

機械装置及び 

車輌運搬具 
３～20年

建物 ５～50年

機械及び装置 ３～20年

建物及び構築物 ５～50年

機械装置及び 

車輌運搬具 
３～20年

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

なお、営業権は５年間均等額償

却であります。また自社利用の

ソフトウェアについては、社内

における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用して

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 受取手形、売掛金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支払に

備えるため、支給見込額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定年数（10年）による定

額法により費用の減額処理をし

ております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定年

数（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

会計年度から費用処理すること

としております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定年数（10年）による定

額法により費用の減額処理をし

ております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時点における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により発

生年度の翌期から費用処理して

おります。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 過去勤務債務はその発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定

額法により費用の減額処理をし

ております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時点における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により発

生年度の翌期から費用処理して

おります。 

４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４．リース取引の処理方法 

同左 

４．リース取引の処理方法 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。 

５．ヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約 

ヘッジ対象 外貨建売掛金 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 同左 

ヘッジ対象 外貨建売掛金 

      外貨建買掛金 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 同左 

ヘッジ対象 同左 

(ハ）ヘッジ方針 

 当社のリスク別管理方針に基

づき、為替相場変動リスクをヘ

ッジしております。 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計又は相場変動と

ヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計又は相場変動を半

期ごとに比較し、両者の変動額

等を基礎にして、ヘッジ有効性

を評価しております。 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

税抜方式 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 



会計方針の変更  

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当中間会計期間

から同会計基準及び同適用指針を適

用しております。これにより税金等

調整前中間純利益は1,402百万円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当事業年度から

同会計基準及び同適用指針を適用し

ております。これにより税金等調整

前当期純利益は1,434百万円減少して

おります。  

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表規則に基づき

各資産の金額から直接控除しており

ます。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当中間会計期間から同実務対

応報告に基づき、法人事業税の付加

価値割及び資本割のうち60百万円を

売上原価として、210百万円を販売費

及び一般管理費として処理しており

ます。 

────── 

  

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当事業年度から同実務対応報

告に基づき、法人事業税の付加価値

割及び資本割のうち63百万円を売上

原価として、401百万円を販売費及び

一般管理費として処理しておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
133,961百万円        133,969百万円 131,139百万円 

２．偶発債務    

 保証債務    
１．子会社㈱医器研の銀

行借入金に対する保

証債務 

２．子会社テルモタイラ

ンドCO.,LTDの為替

予約に対する保証債

務 

３．子会社テルモカーデ

ィオバスキュラーシ

ステムズCORP.の銀

行借入金に対する保

証債務 

４．子会社テルモラテン

アメリカCORP.の銀

行借入金に対する保

証債務 

５．子会社テルモヨーロ

ッパN.V.の銀行借入

金に対する保証債務 

  

260百万円 

  

  

1百万円 

  

  

  

4,442百万円 

  

  

  

222百万円 

  

  

  

5,536百万円 

  

120百万円 

  

  

2百万円 

  

  

  

3,056百万円 

  

  

  

226百万円 

 

  

  

2,722百万円 

  

120百万円 

  

  

8百万円 

  

  

  

3,436百万円 

  

  

  

214百万円 

  

  

  

5,054百万円 

※３．消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が

乏しいため、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

同左 ───── 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目    

受取利息 

受取配当金 

受取ロイヤルティー 

為替差益 

21百万円 

346百万円 

177百万円 

488百万円 

  43百万円 

871百万円 

180百万円 

417百万円 

67百万円 

933百万円 

382百万円 

362百万円 

※２．営業外費用の主要項目    

支払利息 23百万円   13百万円 39百万円 

※３．特別利益の主要項目    

固定資産売却益    

土地 

その他 

合計 

貸倒引当金戻入益 

償却債権売却益 

－百万円 

  1 

 1 

24百万円 

－百万円 

60百万円 

 2 

 62 

  66百万円 

156百万円 

  －百万円 

 3 

 3 

  3百万円 

－百万円 

※４．特別損失の主要項目    

固定資産処分損    

土地 

建物 

機械及び装置 

その他 

合計 

ゴルフ会員権整理損 

退任役員慰労金 

減損損失 

－百万円 

 2 

 17 

 67 

 87 

19百万円 

162百万円 

1,402百万円 

 313百万円 

  81 

  59 

  45 

 499 

－百万円 

59百万円 

 592百万円 

 －百万円 

 19 

 83 

114 

 218 

 10百万円 

162百万円 

1,434百万円 

 ５．減価償却実施額    

有形固定資産 

無形固定資産 

4,200百万円 

265百万円 

   3,988百万円 

   446百万円 

    8,962百万円 

   917百万円 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※６．減損損失  当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

 当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

 当事業年度において、当社は以

下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

 場所 用途 減損損失 

兵庫県神戸市
他３箇所 

遊休資産 
（土地） 

1,384 

兵庫県神戸市 
遊休資産 
（建物等） 

17 

合 計 1,402 

場所 用途 減損損失 

神奈川県 
足柄上郡 

遊休資産 
（土地） 

592 

合 計 592 

 場所 用途  減損損失 

兵庫県神戸市
他４箇所 

遊休資産 
（土地） 

1,417 

兵庫県神戸市 
遊休資産 
（建物等） 

17 

合 計  1,434 

  当社は、事業分野ごとに継続し

て収支を把握している、ホスピタ

ル事業、生活医療事業、カテーテ

ル事業等の事業分野別に資産のグ

ルーピングを行っており、遊休資

産については、それぞれの物件ご

とに１つの資産グループとしてお

ります。また、本社、研究開発部

門に属する資産ならびに社宅や寮

等については独立したキャッシ

ュ・フローを生み出さないことか

ら共用資産としております。 

 このうち、現在事業の用に供し

ていない遊休資産について、地価

の下落など資産価値が著しく下落

しているものにつき、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（1,402百万円）と

して特別損失に計上しておりま

す。 

 なお、回収可能価額は正味売却

価額を使用し、主として固定資産

税課税標準により評価しておりま

す。 

 当社は、事業分野ごとに継続し

て収支を把握している、ホスピタ

ル事業、生活医療事業、カテーテ

ル事業等の事業分野別に資産のグ

ルーピングを行っており、遊休資

産については、それぞれの物件ご

とに１つの資産グループとしてお

ります。また、本社、研究開発部

門に属する資産ならびに社宅や寮

等については独立したキャッシ

ュ・フローを生み出さないことか

ら共用資産としております。 

 このうち、現在事業の用に供し

ていない遊休資産について、地価

の下落など資産価値が著しく下落

しているものにつき、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（592百万円）とし

て特別損失に計上しております。 

  

 なお、回収可能価額は正味売却

価額を使用し、主として固定資産

税課税標準により評価しておりま

す。 

 当社は、事業分野ごとに継続し

て収支を把握している、ホスピタ

ル事業、生活医療事業、カテーテ

ル事業等の事業分野別に資産のグ

ルーピングを行っており、遊休資

産については、それぞれの物件ご

とに１つの資産グループとしてお

ります。また、本社、研究開発部

門に属する資産ならびに社宅や寮

等については独立したキャッシ

ュ・フローを生み出さないことか

ら共用資産としております。 

 このうち、現在事業の用に供し

ていない遊休資産について、地価

の下落など資産価値が著しく下落

しているものにつき、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（1,434百万円）と

して特別損失に計上しておりま

す。  

 なお、回収可能価額は正味売却

価額を使用し、主として固定資産

税課税標準により評価しておりま

す。  



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有

権が借主に移転する

と認められるもの以

外のファイナンス・

リース取引 

(イ）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(イ）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(イ）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置 

992 718 274 

その他
（有形
固定資
産） 

1,501 785 715 

合計 2,494 1,503 990 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置 

791 634 157 

その他
（有形
固定資
産） 

1,540 706 833 

合計 2,331 1,340 990 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及
び装置 

898 688 210 

その他
（有形
固定資
産） 

1,425 709 715 

合計 2,324 1,398 926 

 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

（注）    同左 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

 (ロ）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(ロ）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(ロ）未経過リース料期末残高 

相当額 

 １年内 380百万円

１年超 610百万円

合計 990百万円

１年内 429百万円

１年超 561百万円

合計 990百万円

１年内 388百万円

１年超 538百万円

合計 926百万円

 （注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

（注）    同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 (ハ）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(ハ）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(ハ）支払リース料及び減価償却費

相当額 

 支払リース料 229百万円

減価償却費 

相当額 
229百万円

支払リース料 253百万円

減価償却費 

相当額 
253百万円

支払リース料 493百万円

減価償却費 

相当額 
493百万円

 (ニ）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(ニ）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(ニ）減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 

  



(2）【その他】 

① 訴訟 

 特記事項はありません。 

② 中間配当 

 平成17年10月25日開催の取締役会において、第91期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の中

間配当（商法第293条ノ５に定める金銭の分配）を当社定款第40条の規定に基づき、次のとおり行う旨決議

いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額………………… 2,030百万円 

(ロ）１株当たりの金額……………………………… 10円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……… 平成17年12月９日 

 （注）平成17年９月30日現在の株主名簿に記載または記録されている株主または登録質権者に対し、支払を行い

    ます。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第90期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

    平成17年12月22日関東財務局長に提出 

    事業年度（第90期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書類で 

  あります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成16年12月10日

テルモ株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 岩本 繁   印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小尾 淳一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテルモ

株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、テルモ株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計方針の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該基準により中間

連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月19日

テルモ株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 高橋 勉   印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小尾 淳一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテルモ

株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、テルモ株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成16年12月10日

テルモ株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 岩本 繁   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 小尾 淳一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテルモ

株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第90期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、テルモ株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計方針の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該基準により中間

財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月19日

テルモ株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 高橋 勉   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 小尾 淳一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテルモ

株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第91期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、テルモ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2）その他

	２中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書

	(2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/59
	pageform2: 2/59
	form1: EDINET提出書類  2005/12/26 提出
	form2: テルモ株式会社(349125)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/59
	pageform4: 4/59
	pageform5: 5/59
	pageform6: 6/59
	pageform7: 7/59
	pageform8: 8/59
	pageform9: 9/59
	pageform10: 10/59
	pageform11: 11/59
	pageform12: 12/59
	pageform13: 13/59
	pageform14: 14/59
	pageform15: 15/59
	pageform16: 16/59
	pageform17: 17/59
	pageform18: 18/59
	pageform19: 19/59
	pageform20: 20/59
	pageform21: 21/59
	pageform22: 22/59
	pageform23: 23/59
	pageform24: 24/59
	pageform25: 25/59
	pageform26: 26/59
	pageform27: 27/59
	pageform28: 28/59
	pageform29: 29/59
	pageform30: 30/59
	pageform31: 31/59
	pageform32: 32/59
	pageform33: 33/59
	pageform34: 34/59
	pageform35: 35/59
	pageform36: 36/59
	pageform37: 37/59
	pageform38: 38/59
	pageform39: 39/59
	pageform40: 40/59
	pageform41: 41/59
	pageform42: 42/59
	pageform43: 43/59
	pageform44: 44/59
	pageform45: 45/59
	pageform46: 46/59
	pageform47: 47/59
	pageform48: 48/59
	pageform49: 49/59
	pageform50: 50/59
	pageform51: 51/59
	pageform52: 52/59
	pageform53: 53/59
	pageform54: 54/59
	pageform55: 55/59
	pageform56: 56/59
	pageform57: 57/59
	pageform58: 58/59
	pageform59: 59/59


